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「研究双書」シリーズ
（表示価格は本体価格です）

638
資源環境政策の形成過程 資源環境政策は「後発の公共政策」であり，その形成過程は既存

の経済開発政策の影響を受け，強い経路依存性を持つ。発展段階
が異なる諸地域で資源環境政策の形成過程をとりあげてその「初
期」に着目し，そこで直面した困難と内在した問題点を分析する。

「初期」の制度と組織を中心に
寺尾忠能編 2019年　176p.　2,900円

637
メキシコの21世紀 激動のとば口にあるメキシコ。長年にわたる改

革にもかかわらず，なぜ豊かで安定した国にな
れないのか。その理由を，背反する政治と経済
と社会の論理のせめぎ合いの構図に探る。星野妙子編 2019年　255p.　4,000円

636
途上国の障害女性・障害児の貧困削減 途上国の脆弱層のなかでも，国際的にも関心の高い障害

女性と障害児について，フィリピン，インド，インドネ
シアの三カ国を取り上げ，公開データや独自の数的デー
タを用いて，彼らの貧困について実証的に分析する。

数的データによる確認と実証分析
森壮也編 2018年　199p.　3,200円

635
中国の都市化と制度改革 2000年代から急速に進む中国の都市化。中国政府は自由

化によって人の流れを都市に向かわせる一方で，都市の
混乱を防ぐために都市を制御しようとしている。本書は
中国の都市化と政府の役割を考察する。岡本信広編 2018年　241p.　3,700円

634
ポスト・マハティール時代のマレーシア マハティール時代に開発独裁といわれたマレーシアはど

う変わったか。政治面では野党が台頭し経済面では安定
成長が続く。では民主化は進んだのか。中所得国の罠を
脱したのか。新時代の政治と経済を総合的に考察する。

政治と経済はどう変わったか
中村正志・熊谷聡編 2018年　399p.　6,400円

633
多層化するベトナム社会 2000年代に高成長を遂げたベトナム。その社会は各人の

能力・努力に応じて上昇移動を果たせるような開放的な
ものとなっているのか。社会階層の上層／下層に位置づ
けられる職業層の形成過程と特徴から考察する。荒神衣美編 2018年　231p.　3,600円

632
アジア国際産業連関表の作成 アジア国際産業連関表の作成に関する諸課題について検討した

研究書。部門分類，延長推計，特別調査の方法などについて検
討し，表の特徴を明らかにするとともに，作成方法のひとつの応
用として，2010年アジア国際産業連関表の簡易延長推計を試みる。

基礎と延長
桑森啓・玉村千治編 2017年　204p.　3,200円

631
現代アフリカの土地と権力 ミクロ，マクロな政治権力が交錯するアフリ

カの土地は，今日劇的に変化している。その要
因は何か。近年の土地制度改革を軸に，急速な
農村変容のメカニズムを明らかにする。武内進一編 2017年　365p.　4,900円

630
アラブ君主制国家の存立基盤 「アラブの春」後も体制の安定性を維持して

いるアラブ君主制諸国。君主が主張する統治
の正統性と，それに対する国民の受容態度に
焦点を当て，体制維持のメカニズムを探る。

　
石黒大岳編 2017年　172p.　2,700円

629
アジア諸国の女性障害者と複合差別 国連障害者権利条約は，独立した条文で，女性障害

者の複合差別の問題を特記した。アジア諸国が，こ
の問題をどのように認識し，対応する法制度や仕
組みを構築したのか，その現状と課題を考察する。

人権確立の観点から
小林昌之編 2017年　246p.　3,100円

628
ベトナムの「専業村」 ベトナムでは1986年に始まる経済自由化により，

「専業村」と呼ばれる農村の製造業家内企業の集積
が形成された。ベトナム農村の工業化を担う専業
村の発展の軌跡をミクロ・マクロ両面から追う。

　
坂田正三著 2017年　179p.　2,200円

627
ラテンアメリカの農業・食料部門の発展 途上国農業の発展にはバリューチェーンの統合が

カギを握る。ペルーを中心としたラテンアメリカ
の輸出向け青果物やブロイラーを事例として，生
産性向上と付加価値増大のメカニズムを示す。

バリューチェーンの統合
清水達也著 2017年　200p.　2,500円

626
ラテンアメリカの市民社会組織 労働組合・協同組合・コミュニティ組織・キリスト教集団をはじめ，

ラテンアメリカでは様々な市民社会組織がみられる。コーポラテ
ィズム論や代表制民主主義論を手掛かりに，近年のラテンアメリ
カ 5カ国における国家とこれらの組織の関係性を分析する。

継続と変容
宇佐見耕一・菊池啓一・馬場香織共編 2016年　265p.　3,300円
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